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資料５-１
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被災者の人間らしい「暮らし」「学び」「仕事」を確保し、
一人ひとりの幸福追求権を保障



復興を県政の最重要課題とし「誰一人として取り残さない」という理念のもと、
復興推進プランに掲げる「４本の柱」に基づく復興の取組を進めている。
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岩手県の復興の現状

Ⅰ 安全の確保 Ⅲ なりわいの再生

Ⅱ 暮らしの再建 Ⅳ 未来のための伝承・発信

〇 防潮堤などの津波防災施設
の復旧・整備は、残り１箇所

（宮古市・閉伊川水門）

〇 漁船・養殖施設・漁港・海岸保全施設等のハ
ード面での復旧・整備は完了

〇 事業者の債権買取や販路開拓支援により、被
災した事業者の８割が事業を再開

〇 東日本大震災津波伝承館来館者数は120万人超〇 災害公営住宅が完成し、応急仮設住宅の全入
  居者が恒久的な住宅に移行
〇 被災した医療機関・公立学校施設の復旧完了

中長期的な課題 － 第２期復興・創生期間後においても支援の継続が必要 －

１ こころのケア・生活相談等の被災者支援
２ 被災した子どもたちへの支援
３ 水産業の再生
４ 地方創生施策等の活用（移転元地等）
５ 原発事故に伴う放射線影響対策
６ 震災の伝承・発信 いわて被災者支援センター

〇 いわて震災伝承施設・団体ガイ
ドウェブサイト「IWATE TSUTAERU」

 令和７年３月開設



被災者を取り巻く生活環境の変化により、
抱える問題も複雑化・多様化しており、被災者への支援の継続が必要
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１ こころのケア・生活相談等の被災者支援

被災者のこころのケア

被災者の生活相談支援

新型コロナウイルス対策のため相談頻度の調整を行った令和
２年度を除き、平成30年度以降は年間７千件を超えている。

［県こころのケアセンター相談件数］

［いわて被災者支援センター 相談対応回数］

〇 トラウマ反応が長期的に継続し、また、未だフ
ラッシュバック等の症状に悩む方もいるなど、被
災者の心の不調には震災の影響が認められる。

〇 被災地では、心のケアへの支援ニーズが高止ま
りしている一方、精神保健医療体制が極めて脆弱
である。

〇 広範にわたる被災地をカバーする専門職の配置
  や医師の派遣など、支援の継続が必要とされる。

〇 相談対応回数がセンター開設当初の２倍超とな
っており、課題の複雑化・多様化に伴いニーズが
増加している。

〇 債務整理や家族間の問題等、震災との因果関係
が認められる相談が多く寄せられている。

〇 顔見知りのいる市町村等ではない主体が伴走支
援や専門家による相談などを行うことに意義があ
り、支援の継続が必要とされる。



被災による心のダメージのほか、
震災に起因した家庭環境の変化等の影響を受けている児童・生徒への
スクールカウンセラー等の中長期的な対応が必要
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２ 被災した子どもたちへの支援
子どもの心の問題を明確に切り分けることは難しいが、県が実施している「心とからだの健

康観察」の調査結果では、沿岸部の要サポート児童・生徒の割合は依然として高く、震災後に
出生した子どもにあっても、震災を経験した保護者等の心理面による影響が指摘されている。

［要サポート(※)児童・生徒の割合］

※「要サポート」とは
①「過覚醒」
（緊張や興奮が過度になる反応）

②「再体験」
（出来事を思い出してつらいと思う反応）

③「回避マヒ」
（喪失の否認）  

④「マイナス思考」
（否定的認知）のうち、

１項目以上に該当する反応を示した児童・生徒
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３ 水産業の再生

水産資源の回復に向けた支援

○ 震災を契機としたサケ
資源の激減や、放流した
アワビ種苗の生育環境の
悪化などを要因として、
震災前と比較し、漁獲量
が大きく減少している。

○ 特に、漁獲から流通加
工まで、地域の水産業を
支えるサケの漁獲量は、
震災前の０.５％まで大
きく落ち込んでいる。

未だ震災前の水準まで回復しておらず、危機的な状況であることから、
 復興を支える水産業の再生へ向けた支援の継続が必要

さけ稚魚の飼育の様子

震災前［a］ 令和６年［b］ 震災前比［b/a］

サ ケ 25,053t 117t 0.5％

サ ン マ 52,240t 7,204t 13.8％

スルメイカ 18,547t 2,812t 15.2％

［主要魚種の漁獲量 ※ 震災前：H20～H22の平均値 ］

震災前［a］ 令和６年度［b］ 震災前比［b/a］

養殖生産量 47,478t 16,371t 34.5％

［養殖生産量 ※ 震災前：H20～H22の平均値 ］

震災前［a］ 令和６年度［b］ 震災前比［b/a］

343t 59t 17.2％

［アワビの漁獲量 ※ 震災前：H20～H22の平均値 ］
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被災地域の経済活性化に向けては以下のような事例があるものの、なりわいの再生は道半ばで
あり、移転元地の活用も６割台にとどまっているため、さらなる支援の充実が不可欠である。

４ 地方創生施策等の活用（移転元地等）

地方創生推進交付金
産地生産基盤パワーアップ

事業費補助金
地域脱炭素推進交付金

移転元地を活用したイチゴの周年栽培施設
（大船渡市）

高度環境制御型園芸ハウスでのトマト栽培
（大船渡市）

↓ ↓↓

県内の移転元地の活用をはじめ、被災地域の経済活性化を図るためには、
国の交付金等の重点配分や優先採択を行っていただく必要があり、
復興庁による被災地域に寄り添った伴走支援機能の充実強化が重要
 また、国と沿岸市町村が直接、情報共有や意見交換を行う場が必要

本県被災地域における交付金・補助金活用事例

果樹栽培に最適化した営農型太陽光発電設備整備

（陸前高田市）
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移転元地利活用の推進

５ 原発事故に伴う放射線影響対策

長期にわたる保管・処分に対する継続した支援が求められている。

［放射性物質に汚染された農林業系副産物の県内保管量等 (R7.1末現在) ］
区 分 発生量(t) 処理済み量(t) 保管量(t) 進捗率(%)

牧草・ほだ木 51,657 46,626 5,031 90.2
稲わら・堆肥 7,612 2,909 4,702 38.2
合計 59,269 49,536 9,733 83.5

［除染により発生した除去土壌の
県内保管状況 (R6.3末現在) ］

箇所数 保管量(㎥)
315 26,550

原木しいたけの産地再生に向けたホダ場の環境整備の促進、
価格が高騰している原木の確保等の支援が求められている。

震災前※ Ｒ５ Ｒ６
181 375 393

［しいたけ原木(県産)価格（円／本）]

※震災前:H20-22の平均

廃棄物処理等への対応

農林水産業被害等への対応

ホダ場の環境整備
（ほだ木への土の付着防止対策）

〇 農林業系副産物の適切な
保管管理・処分の継続に対
し、長期に及ぶ支援が必要

○ 産地再生に不可欠である
安全な原木の安定供給を図
るため、しいたけ原木の購
入経費等への支援や、原木
林の再生、原木の供給体制
の強化への支援の継続及び
検査体制の維持が必要

※ 端数処理の関係上、計が一致しないことがある。



年月の経過により、震災の記憶や経験がない世代が増加し、
震災の風化や関心の低下が懸念されることから、
持続的な伝承・発信のための中長期的な対応が求められている。
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６ 震災の伝承・発信

［令和７年「復興に関する意識調査」(岩手県実施) ］

回答者の約５割が、震災の風化が「進んでいると感じる」「やや進んでいると感じる」と回答

［震災語り部ガイド団体 利用者受入数の推移］

平成25年度をピークに減少傾向（令和５年度の受入人数はピーク時の31.4％）であり、
全国的な関心の低下が懸念される。

進んでいない あまり進んでいない どちらともいえない

【問】 あなたは、東日本大震災津波の風化が進んでいると感じますか。

やや進んでいる 進んでいる 分からない

５１.７％

○ 震災の風化防止や防災力向上に向けた継続的な取組、被災地と連携した情報発
信の強化が必要

○ 伝承・発信の担い手の確保や育成等を継続的に行っていく必要があることから
新たな支援制度が必要

H25 H27 H29 R元 R３ R５

受入人数 105,351人 77,123人 49,567人 50,188人 30,586人 33,088人

受入団体数 5,131団体 3,887団体 2,737団体 2,599団体 1,109団体 1,557団体



令和７年３月開設
県内の震災伝承施設をつなぐウェブサイト
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６ 震災の伝承・発信（参考）

県内施設・団体の詳細情報を一体的
に把握可能

目的にあった団体等を見つけやすく
 するため、検索機能を設けるほか、
 教育活動での利活用モデルを紹介

震災伝承施設等の周辺観光スポット
 も紹介

いわて震災伝承施設・団体ガイド

IWATE TSUTAERU
～ 語り継ぐ未来のために～

いわて・つたえる 検索
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